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I. 学校法人及び大学の概要 

 

1. 目的・教育の理念他 

(1) 学校法人の目的 

この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行い、健康で幸せな生活

をより多くの国民が享受できる長寿社会を目指して、医療の現場で働く技術、志ととも

に優れた人材を育成することを目的とする（学校法人青淵学園 寄附行為第 3条）。 

 

(2) 大学の目的 

① 東都大学（以下「本学」という。）は、教育基本法及び学校教育法に基づき、医療に関

する幅広い専門知識と技術を教授研究するとともに、人間性・倫理性・協調性を備え

た人材を育成し、地域の保健・医療・福祉の向上に寄与することを目的とする。 

② ヒューマンケア学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図る

とともに、深く専門の学術を教授・研究し、国際的視野に立って日本国の発展に貢献

できる有為な人材を養成することを目的とする。 

③ 幕張ヒューマンケア学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を

図るとともに、深く専門の学術を教授・研究し、国際的視野に立って日本国の発展に

貢献できる有為な人材を養成することを目的とする。 

④ 管理栄養学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図るととも

に、「食」・「栄養」を通じて人々の健康や生活の質の向上を支援する専門の学術を教授・

研究し、高い倫理観を有する人材を養成することを目的とする。 

（東都大学学則第 1条） 

 

(3) 大学の教育理念 

 本学は、生命を尊重し、人間の尊厳と基本的権利を理解するとともに、学問的基礎の

上に専門的な実践能力をもち、地域の保健・医療・福祉の担い手としてリーダーシップ

を発揮し、学問の発展にも貢献できる医療人を育成することを教育理念とする（東都医

療大学設置認可申請書）。 

 

(4) 各学部の教育目標 

【ヒューマンケア学部看護学科】【幕張ヒューマンケア学部看護学科】 

① 生命を尊重し、人間の尊厳と基本的権利を理解できる豊かな人間性を涵養する。 

② 看護学の基礎的な知識・技術・態度を修得し、ヒューマンケアの理念に基づいた実践

ができる基礎的能力を育成する。 

③ 保健・医療・福祉の重要な担い手としての役割を認識し、自己研鑽するとともに、リ

ーダーシップを発揮できる基礎的能力を育成する。 

④ 看護にかかわる諸問題を科学的に探求し、将来看護学の発展に貢献できる基礎的能力
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を育成する。 

【管理栄養学部管理栄養学科】 

① 生命を尊重し、人間の尊厳と基本的権利を理解できる豊かな人間性を涵養する。 

② 栄養学の基礎的な知識・技術・態度を修得し、高い倫理観・使命感に基づく実践能力

を備える人材を育成する。 

③ 保健・医療・福祉の重要な担い手としての役割を認識し、自己研鑚するとともに、リ

ーダーシップを発揮できる基礎的能力を育成する。 

④ 栄養にかかわる諸問題を科学的に探求し、将来栄養学の発展に貢献できる基礎的能力

を育成する。 

【幕張ヒューマンケア学部理学療法学科】 

① 生命を尊重し、人間の尊厳と基本的権利を理解できる豊かな人間性を涵養するため

に、すべての命あるものを大切にする心を育て、高い倫理観を涵養するとともに幅広

い教養教育を通じて豊かな人間性を培う。 

② 社会の一員として求められる基本的態度や考え方を身につけるとともに、人をとりま

く文化と社会に関する知識と理解を有した人材を育成するために、自己管理能力、倫

理感、市民としての社会的責任、人間や社会を理解するための知識を養う。 

③ 理学療法学の基礎的な知識・技術・態度を修得し、ヒューマンケアの理念に基づいた

実践ができる基礎的能力を持った人材を育成するために、人体の構造と機能および心

身の理解、健康・疾病・障碍の予防や回復過程に関する知識を臨床で発揮できる能力

を養う。 

④ 医療・保健・予防・福祉の重要な担い手として理学療法(士)の役割を認識し、自己研鑽

に努めリーダ―シップを発揮できる基礎的能力を持った人材を育成するために、理学

療法の位置づけと役割についての正確な認識をもつ。チームの一員としての役割と医

療・保健・予防・福祉各分野との協同として理学療法を提供できる能力を育成する。 

⑤ 医学・理学療法(学)に関わる諸問題を科学的に探究し、将来医学・理学療法(学)の発展

に貢献できる能力を持った人材を育成するために、基礎医学分野にも視野を拡げ、基

礎医学と臨床医学の成果を基に、理学療法学に関する思考力と創造性、感受性を涵養

し、理学療法を総合的に実践できる能力や、高度な専門性を有した理学療法士になる

基礎を養う。 

 

(5) 各学部のディプロマ・ポリシー 

【ヒューマンケア学部看護学科】【幕張ヒューマンケア学部看護学科】 

 本学の教育理念及び教育目標に基づき、本学では、所定の期間在学し、卒業要件を満

たす所定の単位を修得し、かつ次に掲げる能力を身につけた学生に対し卒業を認定し、

学士（看護学）の学位を授与する。 

① 看護専門職としての倫理観を身につけ、生命および人を尊重する姿勢 

• 看護専門職として守るべき規範・原理・規則を身につけている 

• 人間の生命を尊び、基本的権利を守る姿勢を持っている 
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• 倫理的な判断に基づいて行動できる 

② ヒューマンケアの理念に基づき、保健・医療・福祉チームの一員として貢献できる能

力 

• ヒューマンケアの意味と価値を理解している 

• 看護の対象となる人々の健康維持・増進のために必要な専門知識・技能を主体的・

継続的に学習できる 

• 保健・医療・福祉の分野における看護の役割と機能を認識し、看護専門職としての

力を発揮できる基礎的能力を有している 

③ 看護および看護にかかわる広い領域の問題に対する探究心を持ち、この領域の発展に

寄与できる能力 

• 医療・看護の現象を科学的に探求する基礎的能力を有している 

• 根拠に基づいた、より質の高い看護実践を行うため、専門分野の応用を考えること

ができる 

• 自ら問題を見出し、筋道を立てて解決できる。 

【管理栄養学部管理栄養学科】 

① 管理栄養士として必要な実践能力と使命感、および人々の尊厳と人権を擁護しうる高

い倫理観を有する人材。 

・常に管理栄養士として必要な知識、技術、態度およびそれらを表現することがで

きる。 

・倫理的な判断に基づいて行動することができる。 

② チーム医療や地域の健康づくりの担い手として貢献できる能力を有する人材 

・チーム医療における役割を認識し、疾病者の病態や栄養状況の特徴に基づいた適

正な栄養管理を行うことができる。 

・地域や職域などにおける保健・医療・福祉・介護などの現場で、適切な栄養関連

サービスを総合的にマネジメントすることができる。 

③ 栄養、および栄養にかかわる広い領域の問題に対する探究心を持ち、この領域の発展

に寄与できる能力を有する人材 

・栄養にかかわる現象を探求することができる。 

・広い視野を持ち、専門職として常に自ら学ぶことができる。 

【幕張ヒューマンケア学部理学療法学科】 

① 社会の規範やルールに従って行動し、社会の一員として責任ある行動ができる。 

② 習得した人体の器官別の形態や機能および主要な疾患の成因・病態・診断・治療を理

解し、健康や疾病、障碍に関する観察力を持つ。 

③ 習得した理学療法の知識・技術をもとに、身体の機能や障碍、疾病の状態を総合的に

評価・説明できる。 

④ 習得した理学療法の知識・技術をもとに、健康や障碍に応じた理学療法を実施できる。 

⑤ チーム医療の中で理学療法士と他職種の地位と役割を正確に理解し、そのチームのフ

ァシリテーター的な役割を積極的にはたすことができる。 
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⑥ 理学療法学の学問体系や内容を理解し、よく内観し、最新の知識や技術を常に学び続

ける知的好奇心や向学心を持ち続け探求する。 

 

2. 本学の学部及び学科並びに入学定員及び収容定員 

 

学部 学科 入学定員 収容定員 

ヒューマンケア学部 看護学科 100人 400人 

幕張ヒューマンケア学部 看護学科 120人 480人 

幕張ヒューマンケア学部 理学療法学科 80人 320人 

管理栄養学部 管理栄養学科 80人 320人 

 

 

3. 法人及び大学の沿革 

平成 20（2008）年  4 月…学校法人青淵学園及び東都医療大学設置認可申請  

平成 20（2008）年 10 月…東都医療大学ヒューマンケア学部設置認可  

平成 21（2009）年  4 月…第 1回入学式挙行（ヒューマンケア学部看護学科 106 名）  

平成 25（2013）年  3 月…第 1回学位記授与式挙行 

平成 27（2015）年 11 月…日本高等教育評価機構の認証評価受審 

平成 30（2018）年  4 月…幕張ヒューマンケア学部看護学科、管理栄養学部管理栄養 

学科開設 

平成 31（2019）年  4 月…校名を「東都大学」に変更 

幕張ヒューマンケア学部理学療法学科開設 
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4. 法人及び大学の組織図（2019 年 4 月） 
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5. 学生数（2019 年 4 月 1 日現在） 

学部 学科 学年 定員 在籍 充足率 

ヒューマンケア 看護 

1 年次 100 116 1.16  

2 年次 100 109 1.09  

3 年次 100 126 1.26  

4 年次 100 113 1.13  

計 400 464 1.16  

幕張ヒューマンケア 

看護 

1 年次 120 160 1.33  

2 年次 120 109 0.91  

計 240 269 1.12  

理学療法  

1 年次 80 43 0.54  

計 80 43 0.54  

計 320 312 0.98  

管理栄養 管理栄養 

1 年次 80 44 0.55  

2 年次 80 25 0.31  

計 160 69 0.43  

総計 880 845 0.96  
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6. 役員等（2019 年 5 月 1 日現在） 

(1) 理事及び監事 

理事 理事長 大坪 修 監事 増田 寛次郎 

理事 学長 中條 俊夫 監事 出井 秀勇 

理事 八木 繁 

理事 大坪 茂 

理事 寺野 彰 

 

(2) 評議員 

評議員 大坪 修 

評議員 八木 繁 

評議員 中條 俊夫 

評議員 大坪 茂 

評議員 大坪 公子 

評議員 白川 毅 

評議員 幕内 雅敏 

評議員 寺野 彰 

評議員 今川 詢子 

評議員 富野 康日己 

評議員 長澤 俊彦 

評議員 角野 猛 

評議員 内田 翼 

 

(3) 顧問 

遠藤 純一郎 

 

7. 教職員数（2019 年 5 月 1 日現在） 

  人数 

専
任
教
員 

教授 39 

准教授 16 

講師 25 

助教 11 

計 105 

専任助手 14 

事務職員 23 

合計 128 
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II. 2018 年度（平成 30 年度）事業の概要 

 

1. 学校法人及び大学の管理・運営 

2015 年度の学校教育法の改正に伴い、本学では、学長が適切にリーダーシップを発揮

し、全学的なマネジメントを行うための体制を整備したが、これを適切に運営した。 

学校法人内には、私立学校法により置かれる理事会と評議員会があり、さらに学内規

程により置かれる運営会議と運営協議会があるが、それぞれ次のとおり開催した。 

(1) 理事会・評議員会 

理事会を 4回、評議員会を４回開催した。 

(2) 運営会議と運営協議会 

法人の管理運営を適正かつ円滑に行うために理事長が必要と認めた事項について審議

することを目的とした運営会議は、理事長、理事である学長、常勤の理事、法人事務局

長などで構成され、規程どおり毎月 1回程度開催した。 

また、法人と大学との相互の意思疎通並びに連携を図ることを目的とした運営協議会

は、理事長、学長、副学長、学長補佐、学部長、法人事務局長、大学事務局長などで構

成され、規程どおり毎月 3回程度開催した。 

さらに、理事長の下に置かれる委員会には、次の人事委員会、企画委員会及び将来構

想検討委員会の 3委員会があり、各委員会において、機能強化などの対応を進めた。 

 

2. 教育研究環境の整備 

(1) 幕張ヒューマンケア学部看護学科及び管理栄養学部管理栄養学科の開設 

幕張ヒューマンケア学部看護学科及び管理栄養学部管理栄養学科を 2018 年 4月 1日に

開設し、これに伴う幕張キャンパスの設置及び深谷キャンパスの拡張、教職員組織の立

ち上げなど各種整備を行った。 

(2) 幕張ヒューマンケア学部理学療法学科の開設準備 

2019 年 4 月 1 日の開設に向けて準備を進めていた幕張ヒューマンケア学部理学療法学

科について、必要な許認可等を文部科学大臣、関東信越厚生局長等から受けた。 

これにともなって、施設・設備、教職員組織、学生募集など必要な準備を進めた。 

(3) 図書の整備 

 東都大学附属図書館の専門書を含めた蔵書数は、設立当初は 9,795 冊（2009 年 5 月 1

日）だったが、毎年専門分野別にも配慮しながら、2019 年 3 月 31 日では 50,321 冊(うち、

洋書 2,942 冊)の蔵書となった。 

 新たに設置する幕張ヒューマンケア学部理学療法学科の図書の整備についても、設置

計画に従い、必要な整備を進めた。 
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3. 教育研究活動 

(1) 教学運営体制の整備 

特に新学科の開設に合わせた体制を整備した。 

教授方法の工夫・改善については、FD（ファカルティー・ディベロップメント）研修

会の開催や学生への授業評価アンケートなどを通じて、引き続きその向上に努めた。 

基礎学力の向上については、本学の建学の精神、教育理念、教育目標に基づく初年次

教育及びリメディアル教育を引き続き実施、強化した。 

(2) 競争的研究資金の獲得  

2018 年度の文部科学省の「科学研究費助成事業」の本学の採択件数は、継続分のみの

11 件（交付総額：約 786 万円）、民間の競争的研究資金の採択件数は、新規・継続分を合

わせて 0件であった。 

学外の競争的研究資金の獲得は、自らの研究を充実させるだけでなく、社会と接点を

持ち、他者から評価を受ける数少ない機会でもあり、積極的な獲得が望ましい。 

今後も研究・紀要委員会を中心に学長のリーダーシップの下で研究活動の推進・活性

化の中で競争的研究資金の獲得の拡大を図っていく。 

 

4. 地域連携 

2018 年度も本学内外で活発に以下の活動を行った。 

(1) 公開講座 

 ① 深谷キャンパス 

   【第 1回】 平成 30 年 4 月 28 日（土）13：00～16：00 

          テーマ：いのちの絆をつなぐ共生社会のまちづくり 

   【第 2回】 平成 30 年 11 月 17 日（土）10：30～12：00 

         テーマ：「生活習慣病と血栓」 

血管内で血が固まると…深谷の野菜を食べて血液サラサラ  

   【第 3回】 平成 31 年 2 月 23 日（土）13：30～15：00 

         テーマ：子どもの育ちを理解する～子育て困難・育児不安に対応して～ 

 ② 幕張キャンパス 

     【第 1回】 平成 30 年 10 月 20 日（土）10：00～14：30 

          第 1 講 手作りおもちゃをつくって遊ぼう！ 

          第 2 講 1）家族に行おう、看護のわざハンドマッサージ 

              2）MCI（軽度認知障害）ってなに？ 

(2) 『子ども大学ふかや』 平成 30 年 10 月 6 日（土） 

テーマ：➀人のからだ「みる」・「きく」を学んでみよう！  

        ➁包帯を巻いてみよう！ 

(3)『ふるさと上柴まつり』 平成 30 年 8 月 4日（土） 

    ボランティア学生 2 名派遣（救護班） 
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(4) 『深谷市福祉健康まつり』 平成 30 年 10 月 27 日（土） 

    ボランティア学生 13 名派遣 

(5) 『オレンジカフェ東都（認知症カフェ）』 

    毎月第 2木曜日 13：30～15：30 計 11 回開催 

 

5. 入試広報 

2019 年４月より開学する幕張ヒューマンケア理学療法学科も含めた志願者増を目指

し、高校訪問を強化した。 

他方、ヒューマンケア学部看護学科及び幕張ヒューマンケア学部看護学科の入学定員

は充足したものの、幕張ヒューマンケア学部理学療法学科及び管理栄養学部管理栄養学

科の入学定員は充足できず、さらなる広報体制の強化が課題となった。 

 

 

 

6. 卒業・修了の状況 

2018 年度の卒業生は、74 名であった。 

 

7. 国家試験対策の指導強化・充実 

   国家試験対策については、これまでのきめ細かな対策が功を奏し、2018 年度の国家試

験は全国平均を大幅に上回る良好な結果を得た。 

 

  出願者 受験者 合格者 合格率 

保健師 

合計 
本学 19 19 18 94.7% 

全国 8,649 8,376 6,852 81.8% 

新卒 
本学 16 16 15 93.8% 

全国 7,493 7,456 6,567 88.1% 

既卒 
本学 3 3 3 100.0% 

全国 1,156 920 285 31.0% 

助産師 合計 本学 8 8 8 100.0% 
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全国 2,162 2,105 2,096 99.6% 

新卒 
本学 7 7 7 100.0% 

全国 2,098 2,079 2,076 99.9% 

既卒 
本学 1 1 1 100.0% 

全国 64 26 20 76.9% 

看護師 

合計 
本学 75 75 73 97.3% 

全国 64,153 63,603 56,767 89.3% 

新卒 
本学 73 73 71 97.3% 

全国 58,622 58,308 55,216 94.7% 

既卒 
本学 2 2 2 100.0% 

全国 5,531 5,295 1,551 29.3% 

 

8. 学生支援 

(1) 経済的支援の充実 

経済的な理由により修学が困難な学生に支援を図り、継続して学業に専念できる環境

を提供することを目的とする本学独自の学校法人青淵学園奨学金は、2018 年度は 54 名が

受給した。 

また、日本学生支援機構の奨学金は 277 名が受給し、その内訳は第一種奨学金 が 105

名、第二種奨学金 167 名、給付奨学金 5名であった。 

なお、2020 年 4 月からの、主に低所得者世帯を対象とした、授業料等減免・給付型奨

学金などによる高等教育の無償化の実施に向け、情報収集や必要な準備を進めた（無償

化の対象となるには大学に一定の適格要件が必要となる）。 

(2) チューター制度 

専任教員が、学生に対し指導助言を行う制度で、教員 1人当たり 11〜16 人程度の学生

を受け持った。チューターによる学生への指導助言の内容は、学習相談、学生生活、進

路・就職、心身の健康、国家試験等全般にわたるものであり、引き続き、実施し、改善

すべきところがあれば改善していく。 

(3) オフィスアワー制度 

学生が教員に対し、修学上の相談を研究室でできる制度で、引き続き、教員の都合の

よい曜日及び時間を掲示して学生に周知、実施した。 

(4) キャリアガイダンス 

ヒューマンケア学部看護学科では、4年生を対象としたものとして、履歴書、エントリ

ーシートの書き方、医療機関選びの要領についての講義、進路調査及び就職相談を実施

した。 

また同学科では、3年生を対象としたものとしては、キャリアガイダンスを、就職活動

におけるマナー教室及び学内に医療機関を招いた就職説明会を実施した。 

(5) 特待生制度 

引き続き、学業成績、人格共に優れた学生に対し、授業料の半額を免除し、学業を奨
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励する制度である『在校生特待生』を実施した。 

(6) オリエンテーション 

前期後期の最初に学年毎のオリエンテーションや臨地実習のオリエンテーションを行

い、学生の便宜を図った。 

(7) 補習（補充）授業 

定期試験等で学力不足と評価された者及び希望者について、正規の授業時間以外に必

要な補習授業を行なった。 

 

9. 主要委員会の活動 

本学では前述のとおり、2018 年度に学部学科を開設したが、これに伴い、それぞれの

委員会が十分機能を発揮できるように整理した。 

(1) 学長の下に置かれる委員会 

① 外部評価委員会 

本学では、自己点検・評価に関する客観性・妥当性を担保し、教育研究水準の向上を

図るため、学外有識者による評価を行うことを目的とした外部評価委員会を、2014 年度

に設置した。 

本委員会は、看護関係者、地域と密接な関係を持つ者、大学関係者等で構成され、幅

広い意見を提出していただき、必要な改善を図ってきたが、2018 年度も、本学が行う自

己点検・評価結果の客観性及び妥当性に関する評価並びに学長が必要とする重要事項に

関する評価を行った。 

② 国家試験対策委員会 

それまでの教務委員会の下に置かれた部会形式だった国家試験対策を、2015 年度から

より機動的に活動できる上位の位置づけとなる委員会形式に変更し、国家試験対策につ

いて積極的な活動を実施してきたが、3学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、

学部ごとに国家試験対策委員会を設置・改変した。 

2018 年度も例えばヒューマンケア学部では、模擬試験の成績不良者への対応、学内

補講よる学力向上策の推進、学修支援としてチューターによる模擬試験結果の返還、既

卒者への学修支援などの対応を実施した。継続的に受験者全員が合格できるよう、体系

的・計画的な活動を行う。 

③ 倫理審査委員会 

 2014 年に文部科学省・厚生労働省から出された「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」を踏まえて、必要な教育・研修を実施するとともに、各教員から提出された

倫理審査申請書について、研究倫理規程に基づき、研究の倫理的妥当性及び科学的合理

性に係る事項について、本委員会で適宜適切に審査を行なった。 

④ 図書館運営委員会 

 2018 年度より幕張キャンパスの開設に伴い、幕張分館が設置され、運用を開始した。 

図書館では引き続き、「図書館便り」を原則毎月 1 回発行するとともに「学生選書ツ

アー」も企画した。また、「学長裁量枠」も継続した。 
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⑤ 自己点検・評価委員会 

 毎年、本学の自己点検・評価を実施するとともに、法令によって義務付けられている

認証評価の受審への全学的な取り組み体制の中心となる委員会であり、今後の認証評価

への対応も踏まえて、自己点検評価書を作成し公表するなど適切に運営した。 

⑥ 環境・安全衛生委員会 

 本委員会は、労働安全衛生法で設置を義務付けられている衛生委員会としての機能を

中心に、環境問題や安全管理についても委員会として担当している。本委員会では本年

度も 2016 年度から実施が義務付けられた「ストレスチェック」についても適切に実施

した。 

⑦ 地域連携委員会 

3 学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、学部ごとに地域連携委員会を設

置・改変した。 

幕張キャンパスにおいては、第 1回となる公開講座を『体験してみよう！こどもから

おとなまで こころとからだがちょっと元気になる知恵とわざ』をテーマに開催し、盛

況のうちに終了した。 

深谷キャンパスにおいても、2016 年度に引き続き、「オレンジカフェ東都（認知症カ

フェ）」の開催、深谷市福祉健康まつりへの出展、子ども大学深谷への参加、深谷市民

大学への講師派遣などを実施するとともに大学企画の公開講座を実施したが、特に管理

栄養学部がイニシアティブをとった食育講演会『野菜パワーで元気チャージ～今さら聞

けない食べ方のコツ～』をテーマに開催するなど学部増設に合わせ、地域連携活動を活

発化させた。 

⑧ 学報編集委員会 

 本年度も、引続き学報「とうと」を年 2回発行した。内容も学部学科の増設に合わ

せたものとした。 

⑨ 研究センター運営委員会 

 研究センターの組織体制の整備を着実に進めた。 

⑩ 広報委員会 

 学部学科の増設、新キャンパスの開設などに合わせ、これまで以上に、大学知名度

の向上対策、オープンキャンパスの改善、ホームページ・大学案内の刷新に力を入れ

た。 

⑪ 物品調達委員会 

本年度も教育・研究事業のために必要な物品及びサービスを調達する業務を適正に

行うために審議検討を行った。 

⑫ 防火対策委員会 

 防火管理規程や危機管理マニュアルによる訓練を実施した。 

⑬ 教員組織検討委員会 

 望ましい教員組織の在り方、教員の採用及び補充計画及び将来構想を踏まえた教員

の採用及び育成計画について検討した。 
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(2) 教授会の下に置かれる委員会等 

① 入学試験委員会 

 本学の入学試験を公正・円滑に行うとともに、質の高い学生を確保することを目的

に運営を行った。2018 年度は特に、志願者数の確保を念頭に、追加入試や同時併願

の実施などに注力した。 

② 教務委員会（下部組織として教養教育部会等を設置） 

 3 学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、学部ごとの委員会を設置する

など、教育課程、学籍、成績評価、学生の教育指導、学生の臨地実習・臨床実習、そ

の他教務に関する事項について円滑に運営を行なった。 

③ 学生委員会 

 3 学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、学部ごとの委員会を設置する

など、チューター制度、生活支援体制、キャリア支援体制、卒業後の支援体制等につ

いて企画・運営した。 

④ 研究・紀要委員会 

 研究活動の活性化、研究環境の整備など研究基盤の強化に向けた活動した。 

⑤ FD 委員会 

 3 学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、学部ごとの委員会を設置する

など、学生による授業評価及び教員相互の授業参観などについて活動した。 

⑥ ハラスメント防止委員会 

 3 学部体制となった 2018 年度からは実情に合わせ、学部ごとの委員会を設置し、

ハラスメントの防止、解決等について検討を図るため、ハラスメントの防止に関する

啓発、研修に関すること、ハラスメントに関する相談、苦情の解決等に関する方針を

定めること、ハラスメントの相談員に関することなどについて審議した。 

 

 

Ⅲ．平成 30 年度（2018 年度）決算の概要 

 

 2018 年度の決算は、幕張ヒューマンケア学部理学療法学科（以下、新設学科という）の

2019 年度開設に係る設置経費が発生していること、ならびに、今年度開設した幕張ヒュー

マンケア学部看護学科の体育館およびそれに付随する各種工事の完了に伴い、昨年度に引き

続き施設・設備関係の支出が大きくなっている。また、新設学科を含め、2学科が定員未充

足のため、当初予算（補正前）より収入の減少がみられる。以下、決算の内容について説明

を行う。 

 

1．資金収支計算書について 

 

(1)収入の部 
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 ① 学生生徒等納付金は、本年度から 2学科増設となったため、前年度比 241,757 千円増

の 923,675 千円となっている。 

 ② 寄付金収入は、受配者指定寄附制度を利用した寄附の申し込みを受けたが、その配付

申請は次年度に行うこととなるため、本年度の執行はなしとなった。 

③ 補助金収入は、私立学校等経常費補助金となるが、最終交付決定時の交付率が上がっ

たため、予算より 47,407 千円増の 116,528 千円となった。 

 ④ 雑収入は、年度途中での退職者分の退職金交付金収入があったこと、ならびに、損害

保険金の交付があったため、予算より 11,962 千円増となった。 

⑤ 前受金収入については、定員未充足の見込みを反映し、下方補正を行ったものの、両

看護学科の入学者が多くなり、予算より 65,030 千円増の 481,830 千円となった。 

 

(2)支出の部 

 ① 人件費は、概ね予算通りであるが、本年度から 2 学科分の教員が増えたこともあり、

前年度比 333,008 千円増の 924,635 千円となった。 

 ② 教育研究経費について、光熱費や印刷製本費、奨学費が見込みを上回ってしまったが、

新設学科に係る経費を、決算時に管理経費に振り替えたこともあり、全体としては、

24,505 千円減の 316,827 千円となった。 

 ③ 管理経費について、光熱費や公租公課、報酬委託手数料が見込を上回ったこと、なら

びに学生確保にかかる広報費を追加で支出したこと、また、上で述べた経費の振り替え

をおこなったこともあり、全体で 3,121 千円増の 169,570 千円となってしまった。 

 ④ 施設関係のうち、建物支出は幕張キャンパスの体育館および新設学科に係る改修工事

の支出を行い、概ね予算通り執行した。 

 ⑤ 設備関係のうち、教育研究用機器備品は、新設学科に係る設置経費に加え、前年度開

設した幕張ヒューマンケア学部看護学科に係る機器・備品を追加で購入したものとなる。

その他の管理用機器備品および図書については、計画通りの執行となっている。 

 ⑥ その他支出のうち、預り金支払が 461,611 千円増となっているのは、収入の部で触れ

た受配者指定寄付制度の寄付金を、一旦、大学で受け入れた後、私学事業団へ預けたた

めのものである。 

 

2．事業活動収支計算書（資金収支予算書と共通の科目を除く。） 

 

(1)教育活動収支の部 

  教育研究経費および管理経費の内、減価償却費について、新設学科に係るものも予算計

上していたが、2019 年度からの使用となるため償却を行わなかったことにより、教育研

究に係る償却額は、17,646 千円減の 179,585 千円となった。 

教育活動収支差額は、△511,813 千円となったが、これは 3学科のうち、2学科が開設 

年度であり、学生納付金収入が完成年度の 4分の 1しか入ってこないことが大きな要因 

である。 
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(2)教育活動外収支の部 

   収入は、受取利息・配当金の 547 千円、支出は、借入金の利息の返済額 4,888 千円の

みのとなり、教育活動外収支差額は△4,340 千円となった。 

 

(3)特別収支の部 

   収入は、現物寄付の 275 千円のみを計上、支出として、過年度修正額を 2,219 千円計

上したが、これは前年度計上した千葉県看護師養成学校整備促進事業補助金の最終的な

交付額が減額となったものであり、特別収支差額は、△1,943 千円となった。 

 

 

以上の結果、基本金組入前当年度収支差額は△518,098 千円となり、基本金組入額が△

694,081 千円となるため、当年度収支差額は、△1,212,179 千円、翌年度繰越収支差額は△

1,168,764 千円となった。 

 

3．貸借対照表について 

 

(1)資産の部 

 資産の部合計の前年度比 763,668 千円減は、新設学科等に係る固定資産は 553,113 千円増

加したものの、流動資産である現金預金がそれ以上に減少したことによる。 

 

(2)負債の部 

 負債の部合計の前年度比 245,569 千円減は、主に借入金の返済に伴い固定および流動負債

が減少したことによるものである。 

 

(3)純資産の部 

 純資産の部合計の前年度比 763,668 千円減は、固定資産の取得に伴う第 1号基本金の増加

はあったものの、翌年度繰越収支差額がそれ以上に減少したことによるものである。 

 

4．財務状況について 

 

2018 度の本学の財務状況について、日本私立学校振興・共済事業団にて用いられてい

る財務比率の経年の変化について、主な項目の分析を行った結果は、次のとおりである。 

  なお、前年度より新会計基準の科目で財務比率を表示しているが、評価に関しては従来 

と変更はないため、引き続き経年の変化を示している。 

 

(1)事業活動収支計算書関係比率 

 ① 人件費比率     84.7％（前年比  20.9％） [経常収入に占める人件費の割合] 
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 ② 人件費依存率    100.1％（前年比  13.3％） [学納金に占める人件費の割合] 

 ③ 教育研究経費比率  45.4％（前年比  18.2％） [経常収入に占める教育研究経費の割合] 

 ④ 管理経費比率    16.6％（前年比  0.6％） [経常収入に占める管理経費の割合] 

⑤ 基本金組入率    63.5％（前年比△ 9.5％） [収入総額に占める基本金の組入状況] 

⑥ 事業活動収支差額比率 △47.4％（前年比△112.1％） [基本金組入前の収入総額に占める当年 

度収支差額の割合。高い値が良い] 

 

 

（注) 以上の比較では、①～③の比率が前年度より大幅に増加しているが、これらは２学

部が開設年度にあたり、学生数が完成年度の４分の１しかいないため、相対的に増加し

たことが要因である。また、⑤についても、開設年度の２学部に係る固定資産の未払い

分ならびに新設学科に係る固定資産の取得があったため、昨年度に引き続き高い数値と

なっている。⑥については、前述の理由に加え、本年度は寄付金の受け入れがなかった

ため、大幅な悪化となっている。 

 

(2)貸借対照表関係比率 

① 純資産構成比率  67.8％（前年比   0.0％）[自己財源の充実度。高い値が良い] 

 ② 固定比率       132.7％（前年比  31.7％）[固定資産の純資産に対する割合。 

低い値が良い] 

 ③ 流動比率     65.8％（前年比△138.6％）[短期的な支払能力の指標。高い値が良い] 

 

（注）以上の比較では、いずれの比率も前年度より悪い評価となっているが、本年度開設の 

２学部ならびに新設学科に係る設置経費として、立て続けに大きな支出が出た結果であ 

り、次年度以降は改善していく見込みである。 

 

（上記、(1)ならびに(2)の比率および経年の変化については、次に記す。） 

  

※[ ]内は、「今日の私学財政」の財務比率の解説を簡潔に示す。 
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  ■　事業活動収支計算書関係比率

比　　　率 H26 H27 H28 H29 H30

Ａ事業活動収支差額比率 -0.4% -2.6% -7.1% 64.5% -47.4%

Ｂ学生生徒等納付金比率 84.0% 82.0% 84.6% 73.5% 84.6%

Ｃ寄附金比率 2.9% 3.4% 2.1% 68.2% 0.0%

Ｄ補助金比率 10.0% 12.4% 10.7% 6.6% 10.7%

Ｅ人件費比率 66.3% 65.9% 72.2% 63.8% 84.7%

Ｆ教育研究経費比率 24.7% 26.7% 25.4% 27.2% 45.4%

Ｇ管理経費比率 9.4% 9.8% 9.1% 16.0% 16.6%

Ｈ基本金組入率 9.6% 2.0% 2.5% 73.0% 63.5%

Ｉ減価償却額比率 9.5% 9.9% 9.0% 7.5% 11.9%

Ｊ人件費依存率 78.9% 80.4% 85.4% 86.8% 100.1%

Ｋ基本金組入後収支比率 111.1% 104.7% 109.9% 131.4% 404.2%
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  ■　貸借対照表関係比率
比　　率 H26 H27 H28 H29 H30

Ａ純資産構成比率 91.3% 90.8% 89.7% 67.8% 67.8%

Ｂ繰越収支差額構成比率 16.5% 15.1% 12.0% 0.8% -23.4%

Ｃ基本金比率 100.0% 99.9% 99.9% 83.7% 86.0%

Ｄ固定比率 56.3% 58.7% 58.4% 101.0% 132.7%

Ｅ固定長期適合率 56.3% 58.7% 58.4% 80.9% 106.2%

Ｆ流動比率 560.2% 509.2% 462.3% 204.4% 65.8%

Ｇ前受金保有率 798.2% 660.3% 665.9% 520.2% 101.6%

Ｈ総負債比率 8.7% 9.2% 10.3% 32.2% 32.2%

Ｉ負債比率 9.5% 10.1% 11.5% 47.6% 47.6%
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( 924,550,000 ) ( 923,675,000 ) ( 875,000 )

( 20,766,000 ) ( 24,431,800 ) ( ▲3,665,800 )

( 233,200,000 ) ( 0 ) ( 233,200,000 )

( 69,121,000 ) ( 116,528,000 ) ( ▲47,407,000 )

( 0 ) ( 462,025 ) ( ▲462,025 )

( 9,740,000 ) ( 9,540,000 ) ( 200,000 )

( 804,475 ) ( 547,599 ) ( 256,876 )

( 5,617,800 ) ( 17,580,222 ) ( ▲11,962,422 )

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( 416,800,000 ) ( 481,830,000 ) ( ▲65,030,000 )

( 259,304,384 ) ( 731,936,129 ) ( ▲472,631,745 )

( ▲325,950,000 ) ( ▲337,931,235 ) ( 11,981,235 )

( 1,696,171,336 ) ( 1,696,171,336 )

3,310,124,995 3,664,770,876 ▲354,645,881 

( 949,582,225 ) ( 924,635,273 ) ( 24,946,952 )

( 341,333,188 ) ( 316,827,576 ) ( 24,505,612 )

( 166,448,513 ) ( 169,570,297 ) ( ▲3,121,784 )

( 4,953,365 ) ( 4,888,037 ) ( 65,328 )

( 110,004,000 ) ( 110,004,000 ) ( 0 )

( 504,908,129 ) ( 487,125,787 ) ( 17,782,342 )

( 308,558,501 ) ( 257,959,471 ) ( 50,599,030 )

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( 595,976,523 ) ( 1,070,318,605 ) ( ▲474,342,082 )

(0) 

5,000,000 5,000,000

( ▲110,000,000 ) ( ▲166,171,809 ) ( 56,171,809 )

( 433,360,551 ) ( 489,613,639 ) ( ▲56,253,088 )

3,310,124,995 3,664,770,876 ▲354,645,881 

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

[予備費]

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

前年度繰越支払資金

収入の部合計

支出の部

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

差　　　　異

補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

手数料収入

学生生徒等納付金収入

寄付金収入

資  金  収  支  計  算  書

(単位： 円）一般会計

平成30年04月01日から

平成31年03月31日まで

収入の部

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算
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( 924,550,000 ) ( 923,675,000 ) ( 875,000 )

( 20,766,000 ) ( 24,431,800 ) ( ▲3,665,800 )

( 233,200,000 ) ( 0 ) ( 233,200,000 )

( 69,121,000 ) ( 116,528,000 ) ( ▲47,407,000 )

( 9,740,000 ) ( 9,540,000 ) ( 200,000 )

( 5,617,800 ) ( 17,580,222 ) ( ▲11,962,422 )

1,262,994,800 1,091,755,022 171,239,778

( 949,582,225 ) ( 924,635,273 ) ( 24,946,952 )

( 538,565,230 ) ( 496,412,807 ) ( 42,152,423 )

( 177,851,095 ) ( 181,770,882 ) ( ▲3,919,787 )

( 0 ) ( 750,000 ) ( ▲750,000 )

1,665,998,550 1,603,568,962 62,429,588

教育活動収支差額 ▲403,003,750 ▲511,813,940 108,810,190

( 804,475 ) ( 547,599 ) ( 256,876 )

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

804,475 547,599 256,876

( 4,953,365 ) ( 4,888,037 ) ( 65,328 )

4,953,365 4,888,037 65,328

教育活動外収支差額 ▲4,148,890 ▲4,340,438 191,548

▲407,152,640 ▲516,154,378 109,001,738

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( 275,310 ) ( 276,060 ) ( ▲750 )

275,310 276,060 ▲750 

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( 0 ) ( 2,219,900 ) ( ▲2,219,900 )

0 2,219,900 ▲2,219,900 

特別収支差額 275,310 ▲1,943,840 2,219,150

(0) 

5,000,000 5,000,000

▲411,877,330 ▲518,098,218 106,220,888

▲521,311,040 ▲694,081,419 172,770,379

▲933,188,370 ▲1,212,179,637 278,991,267

43,414,908 43,414,908 0

0 0 0

▲889,773,462 ▲1,168,764,729 278,991,267

1,264,074,585 1,092,578,681 171,495,904

1,675,951,915 1,610,676,899 65,275,016

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

(参考）

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

その他の特別支出

特別支出計

事

業

活

動

支

出

の

部

特
別
収
支

[予備費]

科　　　　目

事

業

活

動

収

入

の

部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

資産処分差額

差　　　　異

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計

教
育
活
動
外
収
支

経常収支差額

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算

決　　　　算

事

業

活

動

収

入

の

部
事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算

差　　　　異

借入金等利息

教育活動外支出計

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計

科　　　　目 予　　　　算

差　　　　異

受取利息・配当金

管理経費

徴収不能額等

教育活動支出計

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

人件費

教育研究経費

付随事業収入（消）

雑収入（消）

教育活動収入計

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目

決　　　　算 差　　　　異

手数料

寄付金

経常費等補助金

平成31年03月31日まで
平成30年04月01日から

事  業  活  動  収  支  計  算  書

学生生徒等納付金

(単位： 円）一般会計

科　　　　目 予　　　　算
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《 4,495,254,162 》 《 3,942,140,685 》 《 553,113,477 》

( 4,394,240,491 ) ( 3,840,664,989 ) ( 553,575,502 )

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( 101,013,671 ) ( 101,475,696 ) ( ▲462,025 )
《 503,127,350 》 《 1,819,908,907 》 《 ▲1,316,781,557 》

4,998,381,512 5,762,049,592 ▲763,668,080 

《 846,530,056 》 《 966,683,424 》 《 ▲120,153,368 》

《 765,043,841 》 《 890,460,335 》 《 ▲125,416,494 》

1,611,573,897 1,857,143,759 ▲245,569,862 

《 4,555,572,344 》 《 3,861,490,925 》 《 694,081,419 》

《 ▲1,168,764,729 》 《 43,414,908 》 《 ▲1,212,179,637 》

3,386,807,615 3,904,905,833 ▲518,098,218 

4,998,381,512 5,762,049,592 ▲763,668,080 

基本金

繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

固定負債

流動負債

負債の部合計

純資産の部

科　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

増　　　　減

流動資産

資産の部合計

負債の部

科　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

有形固定資産

特定資産

その他の固定資産

貸  借  対  照  表

平成31年03月31日

一般会計 (単位： 円）

固定資産

資産の部

科　　　　目 本年度末 前年度末


